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論文
中国の農村工業化と農村経済の課題
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N. 農業の衰退ー「個別化」の限界
v. 結語一中国農村経済の課題
I. 国家の「重工軽農」政策
解放後の中国経済史を通観すると，国家は農業を軽視するという政策を一貫
して採ってきた。これは出来るだけ速いスビードで解放後の経済建設を行うた
めに，農業から強蓄積を行い，重工業へ投資するという政策に基づいていた。
しかしながら，農業を犠牲にして行われた工業化建設もその発展のスビードは
必ずしも速くはなかった。そのため，農村の過剰労働力を吸引する力もなく，
都市における工業側になお過剰労働力を抱えるといった状況があった。そして
工業化のためにさらに農業から強蓄積を行い，農村経済は疲弊するという悪循
環を繰り返してきた。すなわち，中国経済における高速度の経済発展戦略は，
「高速度一強蓄積一低効率一低消費」 という悪性循環となって現れていた因
この点はアジア NICSに見られたように， 農業を犠牲にして工業化した後，
農業の停滞ないしは衰退があったとしても農村の過剰労働力を工業側が吸引
し，農家経済は兼業化という形で農家収入を増加させ，一定程度発展してきた
1)河地重蔵，他『変貌する中国経済」 1987年， pp.46~48参照。
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第1表 国家基本建設投資の割合（単位形）
~ 盲~竺_I農 業 1軽工業 1重工業
第1次5カ年計画期
第2次5カ年計画期
1963~1965 
第3次5カ年計両期
第4次5カ年計画期
第5次5カ年計画期
そのうち 1978 
1979 
1980 
第6次5カ年計画期
そのうち 1981 
1982 
1983 
1984 
1985 
第7次5カ年計画期
1986 
7.1 
11. 3 
17. 7 
10. 7 
9.8 
10. 5 
10.6 
11.l 
9.3 
5.1 
6.6 
6. 1 
6.0 
5.0 
3.4 
3.0 
6.4 
6.4 
3. 9 
4.4 
5.8 
6.7 
5.8 
5.9 
9. 1 
6.9 
9.8 
8.4 
6.5 
5. 7 
5.9 
7.0 
出所） 『中国経済年鑑1987」1987年， pp.皿45~46.
36.1 
54.0 
45.9 
51. 1 
49.6 
45.9 
48. 7 
43.2 
40.2 
38.5 
39.0 
38.5 
41. 0 
40. 3 
35.7 
38.2 
という歴史過程とは異なっている 2)。 これはソビエトから郡入した，硬直化し
た中央集権的経済管理システムに問題があり，現在，都市における国営工業の
経済体制改革となって現れており， 改革の進展中であることからも窺える況
一方，工業化のために犠牲となった農業は，第 1表に見られるごとく国家か
らの基本建設投資が少なく，農業生産力の増大のための根底的変革は土地改革
以外には実施されなかったと言える。それゆえ，中固の農村経済は長期間停滞
してきた。しかし，これを打ち破ろうとする動きは二度あった。これは農民が
国家からの農村投資に待つのではなく，農民自身の投資により肥料作りや水利
2)拙稿「農業生産構造の変化と工業化ー工業化に果たした農業の役割」谷浦孝雄編「台
湾の工業化，国際加工基地の形成」 1988年を参照されたい。
3) 1984年10月の第12期三中全会で採択された「経済体制改革に関する中共中央の決定」
は都市を重点においた国営企業の改革を狙いとしている。
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建設等の農業開発と， 農村の工業化という形で実施された労働蓄積運動であ
る。その 1つは大躍進期の水利建設や各種の農村小工業の建設であり，人民公
社成立となって現れた。もう 1つは文化大革命期の農村の五小工業（社隊工業）
建設である。 これらは当時としては経済効率という点からは失敗した。 しか
し，農村工業化の切っ掛けを与えたとして評価されてしかるぺきであり，現在
の郷鎮企業の発展はこの時の農村工業化に負うところが大きい。
以上のような中国殷村建設の歴史過程の中で，農村経済に大きな変革を与え
たのは1978年12月に開催された中国共産党第11期三中全会による路線の転換で
ある。筆者は1987年12月末から1988年4月初めまでの 3カ月余，復旦大学経済
系に関西大学の交換研究員として滞在し， 1978年以降の路線転換の中で農村経
済がどのように変化したのか，農家経済調査表を使って農家経済と農家労働力
移動の調査を上海市郊外の上海県七宝鎮，江蘇省淮安市平橋鎮，安徽省鳳陽県
武店郷，浙江省建徳県白沙鎮の 4カ所で実施した。本稿はその調査内容を踏ま
え，筆者が調査の中で痛感した中国農村経済と農業の現状を明らかにしようと
するものである。結論を先取りして言えば，三中全会以後の路線の転換はこれ
までの集団経済を「平均主義」「吃大鍋飯」（大きい釜の飯を皆で食べる）として否
定し，農家に土地を分配して農民の生産意欲を増大させた。その結果，農村経
済は大きく変貌し，農家経済は豊かになった。しかし，路線の転換は短期的に
は農業生産力を高め農家経済を豊かにしたが，農業生産に対する根本的改革で
はなく，長期的に見ると必ずしも農業を発展させておらず，逆に停滞ないしは
衰退させており， 股業に関して言えば否定的にしか評価出来ないと考えられ
る。
Il. 三中全会以降の農村政策
農村経済における路線の転換は周知のごと．く大きく分けて 2つある。 1つは
人民公社制度の解体である。人民公社は 1958年に政治と経済を一体化させる
「政社合ー」のスローガンのもとコムミューンを意識して形成された。この時
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に形成された人民公社の規模は郷の 3倍もの大きさの大人民公社であり，農民
は管理におけるトレーニングもないままこの人民公社を管理運営せざるを得な
かった。そのため人民公社の管理運営は支障をきたし， 1960年代初期に規模を
縮小させ，そして経済採算単位を生産隊へ移行させたが，人民公社はまがりな
りにも二十数年間存続してきた。しかし，その人民公社制度も政治と経済との
分離，すなわち「政社分離」のスローガンのもと解体され，人民公社に代わる
ものとして郷人民政府ないし鎮人民政府が成立したことである。もう 1つはこ
れまでの集団労働と労働点数制に基づく分配は「平均主義」あるいは「吃大鍋
飯」であり，働いても働かなくても分配に差がなく農民の労働意欲を阻害して
いるとして否定され，それに代わるものとして農業の生産責任制が導入された
ことである。現在実施されている生産責任制の多くは「大包干制」（包干到戸制）
と呼ばれ，生産隊が所有する耕地を人口あるいは労働力を加味して個別農家に
分配し，国家への農業税と集団への一定の上納金（集体提留金）を収めれば残り
は全て農民個人のものとなるという方法である。
農村におけるこれらの改革は，農民に対して生産意欲を増大させ，食糧生産
量は第2表にみられるごとく急激に増大し， 1984年には 4億トンを越え，解放
後の最高生産量に達した。また，農業生産を個別化させることにより，農村労
働力を流動化させることが可能となり，農民は農業だけでなく，各種の副業に
従事したり工場に働きに出て，農家収入は急速に増加した。第 3表を見ると，
1978年度の農家 1人当たり平均収入は133.57元であるのに対して， 1987年には
463元に増加している。また，第4表に見られるごとく 1人当たり平均収入
500元以上の割合は 1980年の1.6形から 1986年の28.7彩に増加しており， 100元
以下の低所得者の割合は1978年の 33.3彩から1986年の 1.1彩へ急減している。
その結果，農村には第 5表に見られるごとくテレビやラジカセ，扇風機等の家
電製品が急速度に普及するとともに，住宅建設が到るところで行われるように
なった。
特に，重視されなければならないのは郷鎮企業の発展である。商品流通網の
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第2表食糧生産量と農業総生産額の構成比
335 
こ 食糧総生産量 食1人糧(生k当g産た)量り 農業総生産額(%)（万トン） 耕種農業 1 副 業 良営l業工業の以う下ち村
1952 16,392 288 83.1 4.4 
1957 19,505 306 80.6 4.3 
1962 16,000 78.9 7.3 
1965 19,453 272 75.8 6.5 
1970 23,996 74. 7 8.7 
1975 28,452 72.5 9. 1 6.4 
1976 28,631 69.3 12.0 9.1 
1977 28,273 67.5 14.1 11. 0 
1978 30,477 319 67.8 14.6 11. 7 
1979 33,212 343 66.9 15. 1 12.5 
1980 32,056 327 63.7 15. 1 11. 6 
1981 32,502 327 63.2 15.7 11. 7 
1982 35,450 352 62.8 15.9 11. 6 
1983 38,728 380 62.0 17.5 13.0 
1984 40,731 396 58.0 22.0 17.0 
1985 37,911 365 49.8 30.1 24.8 
1986 39,151 372 45.3 35.6 29.8 
1987 40,241 
出所） 「中国統計年鑑1987』1987年， p.157, p. 170. 
中華人民共和国国家統計局「関千 1987年国民経済和社会発展的統計公報」『人
民日報J1988年2月24日。
貧困さと商品不足の間隙を縫って， 1970年代初期に五小工業として発展してき
た社隊企業は集団経済による資金投資と農村の安価な過剰労働力により急激に
増加した。中国では農村労働力の都市への移動を「離土不離郷」（離農しても離
村させず）という政策により禁止しており， 農村の過剰労働力は農村内部で消
化しなければならない4)。 これに対して郷鎮企業の発展はこの農村過剰労働力
4) 「如何摘好農村剰余労働力転移」『光明日報』 1988年1月23日によれば， 1987年末北
京市労働学会が農村過剰労働力転移問題に関する研究討論会を開催し，その中で 3つ
の意見が出た。 1つは従来からある「離土不離郷， 進廠不進城的転移模式」（離農し
"(, も離村せず，工場に行くが都市には行かないという移動モデル）， 2つには「離士
離郷，進廠進城的転移模式」（離農・離村して，工場・都市へ行くという移動モデル），
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第3表 農家1人当たり平均収入とその構成比＼金額 生産性純収入（％） 翡生産雙
年度 （元） 計 胃業年夏~悶農業生甕
1978 133.57 92.0 85.0 7.0 8.0 
1979 160.17 
1980 191.33 87.0 78.2 8.8 13.0 
1981 223.44 87.0 76.3 10.7 13.0 
1982 270. 1 87.8 75.4 12.4 12.2 
1983 309.77 88.1 71. 6 16.5 1. 9 
1984 355.33 88. 7 70.5 18.2 11. 3 
1985 397.60 88.0 66.3 21. 7 12.0 
1986 423.76 88.4 65.8 22.6 1. 6 
1987 463 
出所） 「中国統計年鑑1987」1987年， p.698. 
中華人民共和国国家統計局「関子1987年国民経済和社会発展的統計公報」「人
民日報」 1988年2月24日。
第4表農家1人当たり平均収入の構成 （単位 %) 
~ こ¥1978年[1980年 1982年[1983年 I・19s4年[1985年[1986年
500元以上 ), . , 1. 6 6. 7 1. 9 18.2 22.3 28.7 400~500元以下 2.9 8.7 1. 6 14.1 15.8 16.5 
500~400元以下 8.6 20.8 22.9 24.5 24.0 21. 7 
200~300元以下 15.0 25.3 37.0 32.9 29.2 25.6 21. 8 
150~200元以下 17.6 27.1 16.0 13.1 9.4 7.9 7.0 
100~150元以下 3L7 24. 7 8.1 6.2 3.8 3.4 3.2 
100元以下 33.3 9.8 2. 7 1. 4 0.8 1.0 1.1 
出所） 「中国統計年鑑1987」1987年， p.697. 
を農外へ吸引することを可能にした。
次に，郷鎮企業は農家の農外収入を増加させた。特に，内陸部の農村は別と
して沿海地域の農村は郷鎮企業が発展し，農外収入の割合が増加している。中
国農村全体の農家収入における農外収入の割合は，第 3表に見られるごとく毎
44 
3つには「両種模式併存的双軌模式」（両者のモデルを併存した複線モデル）であり，
最近農村の過剰労働力の都市への移動も構わないという意見が出てきてはいる。
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第5表農家100戸当たり所有数
337 
~11978年 11980年 11981年 11982年 11983年 11984年 11985年 11986年
自転車 30.73 36.87 44.41 51. 50 63.41 74.48 80.64 90.31 
ミシン 19.80 23.31 27.68 32. 76 38.07 42.57 43.21 46.99 
ラジオ 17.44 33.54 42.25 50.46 56.82 61.13 54.19 54.24 
時 計 51. 75 68.53 89.03 104.35 132.09 151. 54 163.64 195.80 
その腕う時ち計 27.42 37.58 55.09 68.09 91. 44 109.44 126.32 145.06 
テレビ 〇.39 0.87 1. 68 3.99 7.24 1. 74 17.28 
出所） 「中国統計年鑑1987」1987年， p.700. 
「中国統計年鑑1986」1986年， p.676. 
年徐々に増大している。例えば， 1978年の農業収入は85.8彩で，農外収入15.0
彩であるのに対して， 1986年にはそれぞれが65.彩， 34.2%となり， 農外収入
の割合は急速度に増加している。農外収入が農業収入を凌駕する日は近い内に
到来するものと思われる。
第3に，郷鎮企業は村や郷に対して利潤を上納しなければならないが，この
上納利潤を利用して村や郷は教育事業や社会福祉事業を実施することが可能と
なった。この結果，郷鎮企業は集団経済を一層強化すると同時に，農民の集団
に対する負担（集体提留金）を軽減させるという効果がある。
第4に，中国農村においては商品流通が非常に悪く，上海等の大都市国営工
場で生産された品質の良い製品は農村の最末端までは流通せず，郷鎮企業の展
開は農村へ不足がちな商品を供給することを可能とした。
以上のように郷鎮企業の発展は農村における産業構造を高度化し，農村経済
を豊かにした。
][, 農村工業化の問題点ー「集団原理」の栓桔
現在，中国における農村工業である郷鎮企業の発展に関して「蘇南モデル」
「温州モデル」「晋江モデル」等の各種のモデルが設定され， その普及が試み
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られている 5)。 しかし，郷鎮企業の多くは「蘇南モデル」に基づく集団経済を
基礎とした企業であり，鎮営・郷営・村営•生産隊営の企業である。言ってみ
れば，「村の企業」である。その意味において郷鎮企業は村経済に縛られ， 村
という一定の社会的な閉鎖的枠組を越えることが出来ず，問題点も多い。
まず第 1に，郷鎮企業の労働力は本地人（村人）である。これは過剰労働力の
捌け口として郷鎮企業が位置づけられている限りにおいて，郷鎮企業は村内の
過剰労働力の解消に貢献しなければならない。そして，村内で労働力が不足し
て初めて外地人（外村人）を雇用することになる。このように「村の企業」とし
ての規定性が存在する限りにおいては郷鎮企業における労働力の質を問題にす
ることは出来ないのが現状である。
第2に，本地人と外地人との間に給料の格差がある。すなわち，本地人であ
れば社会福祉的意味を持たして，外地人よりも給料ないし手当てが多い。これ
は「村の企業」として当然のことであるが，第 1と同様に質の良い労働力を確
保し，労働力の流動化を促す意味において限界がある。
第3は郷鎮企業に働く労働者の採用方法である。外地人を採用する場合には
地方新聞に広告を掲載したり，他村に直接行ってポスターを貼ったりして募集
するが，村内からの募集では村民委員会が推薦した者を企業が採用するという
システム（招工制）である。この場合，村民委員会は村民の経済条件を考慮に入
れて人選するというが，その中身は集団内の人的関係に基づいている。
第4に，郷鎮企業を創設する契機であるが，これも集団内の人的関係に基づ
いている。例えば，村のある者がある国営工場に働きに出ており，その人が勤
務している工場から得た情報を提供することによって国営工場の下請工場の建
5) 「蘇南モデル」とは，農村における郷や村等の集団投資により創設された農村工業の
発展モデルであり，「温州モデル」は個人投資に基づく家庭工業の発展モデルである。
また，「晋江モデル」は華僑を中心にした複数の個人による股分形式（株の持ち寄り）
の農村工業発展モデルである。「晋江モデル」については， 拙稿「僑郷における郷鎮
企業の展開とその問題点ー「晋江モデル」の実態ー」関西大学「経済論集」第37巻第
4号， 1987年を参照されたい。
46 
中国の農村工業化と農村経済の課題（石田） 339 
設が可能となったり，あるいは村の娘が他村へ嫁いでおり，その嫁ぎ先の村で
は特定の生産に優れた能力があって郷鎮企業が発展しており，嫁いだ娘を通じ
て技術を導入したりして工場を建設するといった方法である。あるいはたまた
ま村民が旅行に出かけ，旅行先で郷鎮企業の発展している村の者や退職した技
術者と知り合い，それを切っ掛けにして工場を建設したり，技術者を村の工場
へ招聘するといった方法に基づいている。このような意味において，郷鎮企業
の設立や原料の入手・技術の獲得・商品の販売等，これらはすべて何らかの人
的関係を通じて解決しているのが現状であり，社会主義の計画経済に基づくエ
場配置や技術移転等では決してない。そのため経済犯罪として，郷鎮企業の原
料買付人は賄賂をふんだんに利用して国営企業等から原料を買付ける等の現象
が見られ，社会問題化している。
第5に，郷鎮企業の展開はその地域の社会的経済的歴史的条件に規定されて
おり，昔から商品経済の発展していた沿海地区農村あるいは大都市近郊農村で
は，現在郷鎮企業が非常に発展しており，その収入も多い。ところが，内陸部
の条件のない農村ではその展開は緩慢である。そのため，地域間の経済的格差
が拡大している。地域内においても労働力の豊富な農家とそうでない農家では
農家収入に格差が生じ，それが拡大する傾向にある。特に一旦分配した農地は
15年間以上は変化させず，結婚や出産・死亡により家族数や家族労働力に変化
が生じても経営規模に変化はなく，その結果格差を生んでいる。また，日本に
おける農業協同組合間競争のごとく郷鎮企業間にも競争が生じ，経営条件の悪
い企業は倒産するということも出ている。「村の企業」が倒産すれば農民は再
び農業だけに依拠して生活しなければならなくなり，村財政や農家経済に与え
る影響は大きい。
以上のように郷鎮企業は「村の企業」として，村や郷という「集団原理」に
大きく依存して出発しており， これは集団経済を強化する働きをもってきた
が，今後の拡大発展のためには「村の企業」から脱却しなければならない。す
なわち，「集団原理」が郷鎮企業の拡大発展のための栓桔となっているからで
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ある。今後，郷鎮企業間の競争が激化し，競争に敗れた郷鎮企業が出現すると
考えられる。その場合，競争に勝った郷鎮企業は競争に敗れた企業の労働者を
雇用していかなければならない，その際，郷鎮企業が労働者を本地人か外地人
の区別ではなく，その労働力の質によって雇用と賃金を決定するならば，郷鎮
企業はさらに発展する可能性があり，農村における過剰労働力問題，失業問題
を解決することが可能となるであろう。
N. 農村の衰退ー「個別化」の問題
現在の中国農村に見られる現象は，工業製品価格に比較して農産物価格があ
まりにも安価であるため農業生産力増大のための投資を行うよりも，その資金
を郷鎮企業に投資した方が有利であるという，農業軽視である。そのため，ど
の農村を訪問しても郷鎮企業の建設が声高に叫ばれ，第2表に見られるごとく
耕種農業生産額の比重は急減し，工業生産額の比重は急増している。例えば，
農業総生産額に占める耕種農業生産額は土地改革が終了し，経済復興を完成さ
せた1952年には83.19,るを占めていたのが毎年徐々に減少し， 1984年頃からは急
減しており， 1985年には5096を割り， 1986年には45.3彩となっている。一方，
副業生産額は 1952年に 4.4形であったのが， 1983年頃から急増し， 1986年に
は35.696と3分の 1を超過した。副業生産額の中でも工業生産額の伸びが著し
<, 1976年に6.49,るであったのが， 10年後の1986年には4.7倍の29.89,るを占める
第6表農村社会総生産額の構成比(%)
~ 亙___£__巴-」 1978I 1984 I 1985 I 1986 
農村社会総生産額 100.0 100.0 100.0 100.0 
1. 農業総生産額 68.6 63.5 57.1 53.1 
2. 農村工業総生産額 19.4 22.9 27.6 31. 5 
3. 農村建築業総生産額 6.6 7.3 8.1 7.9 
4. 農村運輸業総生産額 1. 7 2.6 3.0 3.1 
5. 農村商業，飲食業総生産額 3.7 3. 7 4.2 4.4 
出所） 「中国統計摘要1987」1987年， p.24. 
1978年は「中国農村統計年鑑1985」1986年， p.1. 
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第1表農家1人当たり平均収入の来源
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（単位％）
-; う□面~ピ-竺こ」 1978年11980年11982年11983年11984年11895年11986年
1. 集団統一経営からの収入 66.3 56.6 21. 5 1. 6 10.0 8.4 8.5 
2. 経済連合体からの収入 0.3 0.8 0.9 0.7 
3. 家庭経営純収入 26.8 32.7 69.4 79.0 80.3 81.1 81. 5 
4. 其他非貸借性収入 6.9 10.7 9.1 9.1 8.9 9.6 9.3 
計 I 100.0 I 100.0 I 100. 0 I 100. 0 I 100. 0 I 100.0 I 100. 0 
出所） 「中国統計年鑑1987」1987年， p.697. 
までに発展している。同様に第6表に見られるごとく，農村社会総生産額中に
おける農業総生産額の割合は1978年の68.6彩から1986年の53.1形まで減少し，
農村工業総生産額は1978年の19.496から1986年の31.5彩まで増加していること
からも，農村工業の発展が窺える。このように農村工業が発展したのは農村幹
部を始め農民達が農業よりも工業に投資したことの結果に他ならず，筆者はこ
の現象を「猫も杓子も郷鎮企業」と呼んでいる6)。 このような「重工軽農」の
思想は共産党幹部や政府の役人だけではなく農民にまで浸透していることに多
くの問題があり，様々な問題が析出している。
まず第 1に，農家の基幹労働力は農業から他産業に流出し叫 農業労働力は
老齢化・婦女化・児童化しており，日本農業に見られた「三ちゃん農業」とな
りつつある。中国ではこれを「三・八，六・一農業」と呼び，三・八は婦人デ
ーで婦人を指し，六・ーは児童デーで子供を指している。すなわち，農業労働
力は女と子供ということである。農村の小学校や中学校では農繁期は休校とな
り，子供達が農作業を手伝うのが一般であるが，これと関連して子供の就学上
6)拙稿「中国農業の現状と問題点ー農村の変革と発展戦略ー」「社会主義経済研究」第
9号， 1987年。
7) 「農民日報」 1988年3月2日によれば，この 1週間に河南省や湖南省・湖北省の農民
が職を探しに広東省に大挙してやって来ており， 広州駅に滞留する農民はほぽ 2,000
人に達し，毎日 1,000余人の農民が盲目的に広州にやって来るとあり，街頭に寝そべ
っている農民の写真が掲載されている。これらの農民は郷鎮企業が発展していない貧
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の問題が生じている8)。親は子供に農業を手伝わせるために学校へ行かせない
ということや，労働力が多く欲しいため計画生育外の出産があり， 「戸口」
（戸籍）のない子供が出現している％
第 2に，家族労働力を配分する場合，農外就業を重んじ，農業生産を軽んじ
る傾向である。特に，郷鎮企業の発展している村では農民の農業に対する粗放
経営が多くなり，農業に投入する時間があればその分だけ他産業に従事した方
が収入は多いといったごとくである。そのため，農業は農繁期を中心にせいぜ
い2~3カ月従事するといったごとくであったり，あるいは日曜日や休日に行
う「日曜農業」といったごとくである。、このようなところには農業の発展はあ
り得ない10)。
第 3に，労働力の投入だけでなく，農業への資金投資も少なくなってきてい
る。少しでも資金に余裕があれば，資金効率のよい郷鎮企業に投資し，その結
果地力の減退や水利灌漑網の補修等に困難を来たしている11)。上海近郊農村で
村の出身者で，副業収入も少ないために労働力を販売して現金収入を得ようと，経済
の発展している広州に出てきたものと思われる。
8)湖南省益阻県のある 8カ村の調査で，この 2年間に小学校を退学した児蛮は 252人で
これは児童総数の24.3形に達する。この原因は2つあり， 1つは一部の基層指森者の
基礎教育に対する認識不足と投資の少ないことにある。もう 1つは農家の家長の視野
の狭さで，家の金儲けを願い， 子女教育の無視によるものである。「殷村少年退学現
象値得重視」「人民H報」 1988年3月20日。
9)浙江省建徳県白沙鎮新安江村の調査において，村の人口統計数値を戴いた際，会計の
言う数値と統計数値が異なっているので質問したところ，計画生育外の人口は統計に
記載しておらず， 1987年度の計画生育外出産児や他家からの養子が約3分の 1を占め
ていた。
10)山西省大同市南郊区城関郷では郷鎮企業が発展し，非農業収入が80%以上を占めるよ
うになり，少なからずの農民が土地の精耕細作を望まず， 280余畝の耕地が荒廃しは
じめた。このため 57戸の股民が返還した 280畝の土地を経営能力のある農民に「双抵
押」経営責任制という方法で請け負わしている。「城関郷実行土地「双抵押」承包」
「農民日報」 1988年3月1日。
11) 「土地発出警告一対200個農戸的調査」「人民日報」 1988年 1月23日では地力低下の問
題点を訴えている。
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は水利補修工事に出役割り当てを行うと，農民は人を雇って代わりに補修に出
役させている。これは出役するよりも工場で働く方が経済的に有利であり，ま
た汚い仕事を嫌がる傾向が出てきているためである。それゆえ，冬期の農閑期
には江北（江蕪省北部）牒村や安徽省農村から多く農民を展用している。さらに
は一年中，これらの地方の農民を雇用し，自分達は全く農業をしないという農
村も出現している。
第4に，耕地の減少と土地利用率の減少が見られる。耕地の減少は住宅や工
場の建設によるものである 12)。この土地利用率の減少はこれまで二熟制（二期
作や二毛作），三熟制（三毛作）等により土地をフルに利用してきたが， 郷鎮企業
ヘ労働力が取られ労働力不足となったり，嬰業へ労働力を投入するよりは郷鎮
企業で働いたり副業した方が収入が多くなったためである。
第5に，農地や農業用水の汚染である。郷鎮企業は工場排水を処理出来るほ
ど資金に余裕はなく，「垂れ流す」のが一般であり， これまでクリークにおい
て漁業や溜池で旋魚が行われてきたが，魚が大羅に汚染されたり死んだりして
不可能となっている。
第 6に，農民の土地に対する所有意識の問題である。一旦分配した土地は既
述したごとく家族数や家族労働力に変化が生じても不変である。分配された土
12) 「乱占乱用土地得到初歩控制」によれば，国家土地管理局が1986年8月 1日に正式に
仕事を始めてから1987年6月までに 528万余件の違法土地占用があり，既に処理した
案件は 315万余件 (59.72形）で，取り戻した土地は 75.6万畝に達している。「人民日
報』 1988年2月25日。また，全国人民代表大会第 7期 1次会議において黒龍江省農業
科学院院長の許忠仁は，焦龍江省では建国以来，耕地が1社年数十万畝減少し， 1人当
たり耕地面積が半分に減少したと報告し，耕地減少や地力減退は無視することが出来
ない現象であると報告している。「全国人大七届一次会談小組発言摘編」「人民日報」
1988年3月31日。江蘇省では1987年 1年間に33万畝の土地が減少し，これは江浦県の
耕地面積に匹敵する。そのうち，国家の基本建設用地が 9.3万畝，郷村の基本建設用
地が11.3万畝，農民の住宅建設用地が9.6万畝を占めている。「去年全省浄減耕地三十
三万畝相当子江浦県全部耕地面禎」「新華日報」 1988年3月8日。
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地は財産として男子に継承され，嫁に出る女子には継承されない。また，農業
から非農業へ労働力の多くを割く漿家では耕地の利用率が減少し，ある農家で
は耕地を遊ばせていても他人に土地を転包（転譲，又貸し）をしない。これは農
家が分配された請負地を自己の所有地として意識し，他人には貸したくないた
めである 13)。土地を転包することがあってもそれは親戚や友人に対してであ
り，親戚や友人に転包すれば土地が必要なとき取り返しやすいからである。
以上のように，農業生産責任制甜入に基づく農業生産の個別化は逆に農業の
発展を妨げており，地力の回復のために，あるいは農業生産力の上昇，農業生
産管理のために，集団が農民に代わって肥培管理することによって股業の衰退
を抑えようとする農村も出現しており14), この点は農業の今後の課題として重
視しなければならない。
V. 結語一中国農村経済の課題
農村における経済改革は農家経済を豊かにさせはしたが，農業そのものは衰
退させつつある。正しく NICSが辿った歴史過程を現在の中国は農村内部で
展開しつつある。恐らく，今後一層集団経済内部の二重構造は進展し，農業の
衰退は加速化するであろう。この意味において第 7期全国人民代表会議で李鵬
13)江蘇省の調査によれば，被調査者の12.7形の農民は経営規模を拡大したいと望んでい
るが，そのうち他人が土地を譲渡したがっていることを知り得た者は僅か11.5%で，
譲渡したくないと明確に告げられた者が60.8形をも占めており，経営規模拡大の困難
なことが窺える。 また， 1,122の農家中， 家族数や労働力の減少， 労働力の他産業
への移動，あるいは労働力のない等の原因により，一部の請負地を転譲したいと思っ
ている農家が17.8%で，全部の請負地を転譲した：ヽと思っている農家は 1%を占める
にすぎない。そして，かれらのうちの71.5形の人は誰も土地を借りる者はいないと告
げられており，土地の転譲者が少ないだけでなく，その土地の転借者も少ないことが
分かる。「承包地的経営管理返待加強」「農民日報」 1988年3月30日。
14)映西省離石県では士地に対する所有権と経営権を分離し，土地経営を希望する者に貨
貸している。これは一種の転包で，土地の有効利用を計るものである。「離石県推行
土地租貨経営」「農民日報」 1988年2月19日。
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首相代理が言った， 毎年平均 800万トン増産して 2000年までに食糧生産量を
5億トンにするという計両には何らかの政策を打ち出さない限り無理であろ
つャ 15)゜
今後，農村における企業間競争は激化し，「企業家精神」を発揮して拡大発
展する企業が出現する一方，経営条件の悪い企業は洵汰されて倒産するであろ
う。その際，拡大発展する企業は「村の企業」から脱却して倒産企業の労働者
を雇用しなければ，農村の過剰労働力は解消されない。そのためには所有と経
営を分離して，すなわち狭溢な「集団原理」から脱却して労働力の流動化を図
り，地域経済圏を拡大していかなければならない。現在の国営企業に比して管
理運営の小回りが効き，「企業家精神」に富む郷鎮企業こそこれが可能である。
次に，農業方面を見ると農業生産責任制の導入以後，地力は衰退し水利灌漑
施設の補修が困難となっているが，その結果は第 2表に見られるごとく食糧生
産量が1984年をヒ°ークにして1985年~1987年に減少ないしは停滞している。農
業生産力の回復のためには農業生産の個別化を否定して村民小組あるいは村民
委員会等が農地の統一管理を行う必要がある。これは現在実施されている生産
責任制を全く否定するものではなく，現状のままでも耕転や肥料の投下，農薬
の散布，水利灌漑施設の補修等を集団への委託によって管理することは可能で
あろう。そのためにはまず国家は農業機械や化学肥料等の農業支援関連工業製
品を安価に押さえ，農民に供給しなければならない。また，農村における基本
建設投資や教育事業費，社会福祉費等の援助を行わなければならない。ところ
が，現在のところ県政府（国家）から郷政府へ交付されるこれらの金額は少な
く，農村におけるこれらの費用は基本的に農民の負担のもとにある 16)。農民は
農村建設のための郷村財政を集体提留金という名目で村や郷へ納めており，国
家からの交付金が少ない現在，農民のこれらの負担を緩和するために，村や郷
15) 「在七届全国人大一次会議上李鵬報告国内工作和外交政策」『人民日報」 1988年3月
26日。
16)拙稿「中国の郷村財政と｝農村建設一郷村財政の実態と意義一」（共著）「中国研究月
報」 1988年5月号を参照されたい。
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は郷鎮企業からの上納利潤を利用して賄っているのが現状である。しかし，郷
鎮企業からの上納利潤も多くの農村では基本的に企業の拡大再生産に投資
し，農業に投資する余裕はまだ少ない。そのためには国家からの交付金だけで
なく郷鎮企業の上納利潤も農業へ投資されなければならず，このようにしてこ
そ「以工補農」「以エ支農」（工業で農業を支援する）であり， これは将来の中国
農業発展の鍵となるであろう。
（本稿は， 1988年 2月9日に上海総領事館において「中国現代農村事情ー中国農村経済
の前途ー」というテーマで報告した原稿に加箪修正したものである。席上，多くの諸氏に
ご指摘を戴いた。記して感謝したい。）
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